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　In this report, the concentrate structure and itsimportant factor in Katuyama district,where
the domestic timber has been going on concentrating since 1960～1961, will be defined through the
analysis of the transfiguration of market structure.
　The structure of concentration are as follows ；
　(1) The concentration of saw-log depends on large scale saw-mills and the Timber Markets.
　(2) Especially, HINOKI has been concentrating.　　　　　　'
　(3) The extent of collection in logs is maked ｅｎ】argeremarkably.
　(4) Therefore, important factors of the concentration consist in the trnsflgurations of structure.
　This transfigurations are as follows ；
　(1) Doing saw-mil】Ｓon ａ greater scale and specializing are caused by rationalizing.
　(2 ) Hetrogeneous structures between large scale class and small scale class of saw-mill industry
　　are formed.
　(3) The social division of production is formed and based on it, the respective functions in
　　producing process are maked strong.
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．　は　じ　め　に
　本論文の課題は産地市場の分析を通して，わが国国産材市場がどのような構造変化を遂げ，その
結果どのように再編されてゆくかを明らかにすることを主要な課題とする。
　　｢高度経済成長｣,過程での外材輸入の激増は国産材需要の後退と木材価格の停滞をもたらし，戦
後，中央市場の需要増大に支えられ展開してきた遠融地産地市場は，中央からの後退を余儀なくさ
れた。また，40年代に入ってからの外材の産地市場への進出は国産材市場に大きな打撃を与えてい
る。
　一方，山村からの都市への労働力流出は，林業の主要な担い手の喪失を結果し，森林資源の枯渇
化と相まって，地域林業生産の後退をもたらしてきた。また，製材労働力不足をもひきおこし，産
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地製材工業の展開を一段と厳しいものにしていった。
　戦後，木材需要の増大と地域林業の展開を背景に全国的に著レぐ製材工場か設立され，また新た
に産地市場も形成された。製材工業発展も未熟で，小規模・零細性を基本構造とした段階（35年以
前）では増大する需要には，工場数の増大によって対応しており，また地域林業との結合を深化さ
せる形で展開してきた。それだけに産地も分散的に，またその規模・展開構造も地域林業に大きく
規定されていた。
　しかし，30年代後半からの大型外材産地の台頭と，これとの対立激化の中で国産材製材工業は内
部競争を余儀なくされ，著しい階層分解が進行している。そうした中で小規模零細工場は急速に後
退を辿ってゆくが，一方40年以降（地域内階層間競争から）地域間競争へと新たな様相を呈してき
た。すなわち，原木取得をめぐって産地市場間競争が全国的に表面化し，弱小産地の後退と特定産
地への素材集中といった地域的集中格差が高まってきている。
　集中を辿る産地にあっては集荷機構の確立，あるいは機械設備の充実・近代化を進め経営合理化
を図るとともに，地域としての組織化を強化している。また地域林業の完全掌握と一方その限界性
の中で，集荷圏を拡大することによって量的発展を支え，質的にも高級品化あるいは特化商品へと
集中を強め，これに対応した原木供給地へと選択的に集荷先を［司けている。
　一方，後退産地にあっては需要に耐え得る資源をかかえながらも，それを完全に掌握することな
く，また集中産地に対抗するだけの規模と組織力をもたず,･地域内生産と需要が分断され，従来の
集荷機関は集中産地刀集荷機構の一環に組み込まれつつある。このような産地市場の動向の中で，
従来の地元産地と地域林業との結合関係は相対的にも絶対的にも薄れ，新たな市場再編の中で地域
林業は対応してゆかなければならなくなってきている。
　ともあれ，以上のような産地市場の動向は，著しい地域性を伴なっており，画一的にその展開構
造を規定できないことは言うまでもない。それゆえに産地市場の変貌と再編構造を明らかにするた
めには，地域分析を通して行われることが重要かつ有効であるどいえよう。
　なお本研究は上記課題への接近としての「産地市場の再編に関ずる研究」の一環として進めてい
るもので，前回の報告においては，大分県の日田市場を対象として分析を進めたところである゛1）。
　本報告においては，30年代後半から急速に素材の集中が進んでいる岡山県の勝山市場を対象に，
素材集中の実態と，それをもたらした要因を市場構造の変貌と｡のかかわりにおいて明らかにした
い。
注　1）川田　勲「産地市場の再編に関する研究（1）一日田産地市場を事例として一」高知大学学術研究報告
　　　第23巻　昭和49年。
２ 戦前における勝山市場
　戦後の製材産地の形成・発展過程で，地域林業の果す役割は大きい。単なる原木供給という量的
関係のみでなく，質的な意味においても重要な意味をもつ。それは製材産地市場の展開が地域林業
に対応する段階においては，その市場構造は地域林業構造に規定されているという意味においてで
ある。戦後の地域林業の展開は，戦前における造林事業と深くかかわっている。
　ところで，輸送手段が未発達で流送が主要な輸送手段であった戦前期においては，河川を中心と
して木材市場は形成され，それに対応して地域林業が展開してゆく。
　本論文の対象とする勝山地方は岡山市内を貫流する旭川の上流に,位置し，古くからこの河川を主
要輸送手段として商品市場が展開した。このような立地条件ゆえに，市場条件としては非常に恵ま
れており，木材商品化も明治末期から本格的に進められる。
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　この旭川は県下三人河川の一つで,＞鉄道の開通，自動車輸送が一般化するまでは，木材を除いて
は高瀬舟による舟運が行われていた○　　－　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　。
　高瀬舟はすでに藩政時代から航行,しており，本県では他に，吉井川，高梁川において航行し，県
北の諸生産物を岡山，倉敷市場に結びつけていた。旭川も明治末期には「数百隻の船が岡山まで上
下して殷賑を極めた田」のである。　この高瀬舟は勝山を起点としており，これにつらなる各船着
場,･すなわち久世町，落合町は船輸送にかかわる主要な諸物質の集散地市場であった。
　木材においてもこれらの地域を集散地市場として展開するが，ただ木材は筏による流送が主体で
あった。　高瀬舟は姫新線，津山線，さらに自動車道の普及等の輸送手段の発展（2’によって急速に
後退したが，木材に関しては戦後の旭川ダム完成まで行われていた。
　木材の流送は勝山までは管流，または荷馬車で運ばれ，勝山，久世町の各浜で筏に組まれ，そこ
から岡山まで流送（3）された。
　ところで，戦前の当地方の製材工場の展開は，地区外出荷を目的とした産地市場的性格を持つに
はほど遠い状態であった。それは輸送手段の未発達と販売市場の未確立といった中で，製材工場が
成立，展開する程の条件が成熟していなかったからである。　　　　　　　　　　　，
　戦前における製材工場は表Ｉにみられるように大正８年11工場，大正12年･17工場，昭和８年20工
場，と年とともに増大はしてきているものの，山元製材として規模も小さく分散的で，また動力源
をみてもほとんどが水力であった。昭和８年においても電力工場はわずか６工場にすぎず，今日の
ような勝山，久世町への集中化の傾向は余りみられない。
　大正13年における旧勝山町の製材工場の状況をみても表２の通りで，３工場の出力数も40馬力に
過ぎず，また年素材消費量も2,985石（３工場）程度であった。
　　　　　　　　　　　　表１　戦前にぶける製材工場の勁向
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大正８年 大正12年 昭和８年
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勝　　　山　　　町
久　　　世　　　町
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１
１
１
３
２
１
９
７
２
１
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１
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４
４
３
３
２
１
１
２
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２
２
２
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　(２)
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３
1 (1)
１
１
２
８(６)
注）
??????
林野庁「木材流通統計資料集」昭和45年。
　（　）はその他で外数。
　　　　　　　　表２　旧勝山町における製材工場
且　製　材　所　　明治38年
勝山製材所　
|
大正12年
篠山製材所　　　？
注）　勝山町有林施業案より。
石油発動機
電　　　　　力
??????
1,100
1,755
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　以上のように製材工場の設立も大正，昭和にかけては分散的で遅々としており，また特殊需要（4）
を除いては地場需要に対応する程度のものにすぎなかった。それゆえ吟当地方の木材生産材はほと
んどが旭川の水運により岡山市場へ素材のまま出荷されていた。
　以上のように，勝山市場の展開は輸送手段と製材工場の未発達な条件の中で，岡山市場の拡大発
展（s）を前提として，素材を中心として展開していった。
　岡山市場に対応した素材市場の展開の中で用材生産もかなり行われてはいるものの，戦前におい
ては規模はそれほど大きなものではなかった。真庭郡は４町５村からなり，総面積82干ha，うち
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7｀　　　l’　I林野率82％（林野面積67平ha）と非常に高いのであるが，一戦前においては用材生産発展を支える
だけの森林の資源構成をもっておらず，また，･当時山村経済は薪炭木炭生産を中心として商品経済
が営まれており，天然原木はこれらに供されていたという事情の中で，用材生産の展開は一定の限
界をもっていた。
　当地方の用材生産は，戦前においては天然木を主体に伐出しており，造林木はごく限られたもの
で，この場合はほとんどが小径の間伐材であったと言われている。木材生産量を時系列的に把握
することは出来ないが，大正13年の真庭郡誌（6J　によれば，大正８年には用材生産として126平石
　(45,455?）の生産量をみている。うち杉，桧，松の針葉樹が73干石（20平?）で，その中でも天
然木とみられる松が28,115石を占めており，広葉樹を主体とした天然木が中心であった。大正８年
といえば，第１次世界大戦を契機とした好景気の時期にあたり，かなりの伐採をみた時期である。
また公私有林とも造林もかなり活発に行われ始めた時期でもある。しかし，その後の不況の中で昭
和２年には，用材生産量は急減し，岡山県統計書によると，公私有林の伐採は，わずか40平石（11
平?）と，対大正８年の１に減少している。これは資料の違いにもよるが，少なくとも大正８年･以
降資源の枯渇化と相まって用材生産量は著しい後退を示したことは明らかである。
　一方，薪炭材は昭和２年には47平棚で，販売額では用材128平に対し169千円と，薪炭材が主体と
なっている。
　大正13年当時勝山町においては「公有林二於ケル立木ハ従来伐期早クシテ用材トナルモノナク殆
ンド自家用ノ薪炭材二供シタルニ過牛「7’」ないという状態であった。また新庄村等においても木材
移出額は大正年間で最高34.7千円（元年）で大体15.0～30.0千円の間を推移している。さらに湯原
町においても，公有林では大正13年に228.5 ha を伐採したのみで，その後昭和４年までは立木処
分として議事録に出ていない。しかし，その後伐採面積はかなりの面積に達し，昭和4～15年まで
429.9 haの立木処分を行っているが，その販売額は21.7千円に過ぎない。これらはほとんどが薪炭
材で，安い価格で住民あるいは木材業者に払下げられていたのであ:る。
　このような森林資源を背景に戦前においては，地元農民は木炭生産を中心に商品経済を営んでお
り，これが地域の主要産業として定若していた。当地方における木炭生産は岡山県下でも最大の生
産規模を誇っており，昭和２年には9,137千貫の生産量と2,371千円の生産額を示しており，これは
岡山県産出量の20％（両者とも）を占めている。
　以上のように，当地方の山村経済は木炭生産を主体に展開していたものの，一方においては発展
しつつあった木材市場の展開に対応して，積極的に拡大造林か進められた。
　ところで，当地方の林野所有は公有林が多いという特徴をもっている。大正18年における公有林
野率（町村合併以前の公有林野面積を合計して，合併後の林野面積で徐した。）は勝山，落合町を
除いては八束村(69. 0 %')を最高に，すべて40％以上の公有林野率を示している（表３）。　それゆ
えに当地方の造林の展開は，公有林の動向に大きく規定ざれているレこれら各町村の公有林（主と
して村有林）では明治期に公有林野の整備を進め，大正年間に旅業案を編成し，積極的に造林事業
を進めていった。大正６年には「本部の造林は二十五六年前に朋芽し近年来頓に発達をなせり郡中
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表３　真庭郡における林野面積と戦前の公有林野　　単位:ha, %
???????????????????????
真　庭　郡　計
11,680
11,192
12,880
　6,201
6,036
　6,321
　5,291
　4,381
　4,283
68,265
2,134
3,171
7,136
2,577
3,561
2,672
3,559
3,025
1,669
29,504
?????? ?
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注）　1.林野面積は1960年センサスによる。
　　　2.公有林野面積は大正13年時点の面積であり，現在では公有林野率はかな
　　　　り低くなっている。
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山林四万五千丁歩の内二萬四干除丁歩は公有林に属せるが，数年前までに全郡町村殆んど整理して
漸次植林を続行しつつあり，私有林又着々発達せり（8）」といった状態であった。
　公有林は各町村の基本財産として町村経済にとって重要な意味をもっていた。公有林造林推進は
将来における村財政基盤確立（9）を目的としたもので，村民の労働奉仕に基づいて進められた。
　当地方の代表的林業地帯で，一早く村有林の造林事業に着手した新庄村では，明治30年代に公有
林野の整備を進め，明治39年に初めて公有林施業要領を制定し，村直営で造林事業を進めてきた。
第１次施業案を大正5.年に編成し，以後，第２次，３次施業案編成のもとに造林事業を進めていっ
た。また公有林野率55％を占める湯原町においても，部落有林野統一後，村有林施業案により大正
５年より本格的に造林を進め，昭和13年には500 ha に達してい゛る。
　植栽樹種は町村によって若干違いがみられるが，新庄村等においてはスギ，ヒノキがほぽ同面積
で植林か行われており，また湯原町においても大正８年以降はヒノ牛を中心に造林か進んでいる。
昭和２年の公私有林における真庭郡の樹種別植栽面積では，杉が33％であるのに対しヒノ牛は59％
を占めており，当地方ではヒノキを中心として造林は進められたといえよう。
　一方，私有林においても，ほぼ村有林と時を同じく，またほぽ同様の規模で進められていたとい
える。当地方でも私有林の代表地帯である旧富原村（現勝山町，88％が私有林）では「私有林二
千九百余町歩ノ内約九百五十町歩ハ杉扁柏ノ人工林ニシテ他ハ榛阿部槙抱ノ美林ナレバ……(10)」
といわれており，かなり私有林造林の展開をみている。当村の造林事業も明治30年頃までは，一部
の人によって進められたに過ぎず，その本格化は明治の後半から大正期にかけてである。「明治30
年代となり，国や県の奨励と相依って，又戸田彦太郎，林槌三郎，池田秋太郎，林荷造，池田鹿太
郎，柴田六郎，梶岡仙太郎，藤島忠蔵;戸田益太郎，平内節治郎等が，自分の持山や富原村公有林
に盛んに植林したものだった。そしてその頃から植林を経済的に見るようになり，事業として確信
をもつに至った(11)」と言われるように，明治末期の資本主義の確立発展を一般的背景として，ま
た直接的には下流岡山市場の発展を契機として，県下でも一早く造林事業が進められたものであっ
た。
??
注
1）今井三郎「高瀬舟」昭和44年　p. 55o
2）津山線（津山一岡山間）は明治31年にすでに開通をみたか，久世・勝山町に鉄道（姫新線）が敷かれ
　たのは久世町大正13年，勝山町14年であった。その後，昭和11年姫新線完成。
3）旭川における流送量は明治42年には80干尺９゛（８千石）で，流材労働者500名を数えている。これは
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　　　当時の中国地方においては最大であり，天竜川(512千尺r゛），木曽川(564干尺／）y熊野川（500千尺
　　　ﾀﾞ）は別格として，筑後川(250干尺F゛），那賀川(142尺r゛），吉野川(128千尺r゛），紀ノ川(119千尺
　　　rゞ）等の先進的林業地帯に継ぐ流送ｍとなっている。（荻野敏雄「内地材流送史論」日本林業調査会，
　　　昭和50年, p. 34)　　　　　　　　　　　　　　　　　　∧
注　4）昭和６年に楢木製材（久世町）は丸鋸２台，製函機械10台，従業員jo名を雇用し，一般建築用材生産
　　　とともに，蚊取線善用の梱包箱をかなり大阪に出荷している。
注　5）明治末期から大正初期にかけ，日本経済は不況に低迷したか，岡山市場，特に木材業界においては，
　　　明治40年に第17師団設営と岡山市人口増大に対応して，貸屋建築が漸増し，むしろ盛況を呈し新規材木
　　　商の設立もみられた。また一方，明治41年以降機械製材の著しい発展がみられた。このように明治末期
　　　から大正期にかけて木材市場は著しい発展をみている（岡山木材協同組合編「岡山木材史」昭和39年，
　　　p. 87, 102 より）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’ｊ
注　6）真庭郡「真庭郡誌全」大正12年。
注　7）真庭郡勝山町有林施業案，大正13年より。
注　8）塔利八郎「陰陽ハ郡勢一班」大正６年, p. 27o
注　9）村有林造林を積極的に進めた新庄村村長の抱負か，造林推進理由を物語っている「本村公有林は山林
　　　総面積の約弐分の一を占め将来本村主なる財源なるべく，これが施業の如何は直接に村財政の消長に至
　　　大なり…将来公有林の林相を改善し用材及薪炭に年々相当の収入を挙げるは専門家の確言するところな
　　　り，即ち大正16年に至り，村費平均一万円として，その半額は森林収入により支弁し……将来村費か現
　　　在の二倍に増加するも村税の負担は全く村民の負担から永久に除去せられ本村自治の基礎は摯固確定に
　　　至る」（森本清丸「新庄村史後編」新庄村，昭和46年, p. 341)。
注10）真庭郡富原村公有林施業計画案，大正13年より。
注11）尾崎蘭青「富原村史」昭和36年, p. 14 o
ろ 戦後における産地市場の形成
　1）製材工場の設立と地域林業
　戦前期における地元製材工業の展開は延々としたものであったが，昭和９年における室戸台風に
よる氾濫は流送に対する警戒心を強めさせることになった。一方昭和11年には，姫新線の開通とい
った輸送手段の発達と，景気回復・向上，さらに戦時体制強化といった経済事情の中で，木材需要
は著しい増大を示し，当地方も急速に製材工場が設立されてくる。
　昭和17年の木材統制法施行規則に基づく木材，製材業許可書から，製材工場の動向をみてみる
と，昭和17年時点で真庭郡の製材工場は51工場を数え，その出力数は628.5馬力に及んでおり，昭
和８年時点の工場数が20工場であっだのに対比すると，実に２倍以上の増設となっている。しかし
その規模は零細で，うち32工場は移動製材であり，当期に設立された弱小工場は戦後定着すること
表４　真庭郡における製材工場の動向　（昭和17年）
/
委託製材（甲号） 委託製材（乙号） 合　　　　　　計
工　場　数 馬　力　数 工場数 馬　力　数 工，場　数 馬　力　数
電　動　機
蒸気機関
瓦斯発勣機
石油発勣機
１０
１
３
２
210.5
　50.0
　34.0
　24.0
7
13
11
　75.0
　89.0
103.5
17
　1
16
13
285.5
　50.0
123.0
127.5
水力・その他 ４ ■42.5 ４ 42.5
合　　　計 16 318.5 35 310.0 (
n
)
628.5
(353.5)
??????
前掲「岡山木材史」より作成。
　（　）は内数で移動製材。　・
　（甲号）昭和18年３月31日を期間とする委託製材。
　（乙号）昭和17年,8月31日を期限として許可された委託製材。
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なく大半は後退を辿ってゆく（表４）。
　戦時統制によって，一時，岡山県木，地木社によって管理・統括され，個人営業は中断していた’
が，戦後地木社の解散により，戦前から続けられていた製材工場は地元の個人所有にもどされるこ
とになった。こうして戦前からの製材業者は勿論，戦後の復旧材需要の増大，さらに昭和25, 6年
の朝鮮戦争による特需に支えられ，新たに製材工場が続出した。昭和29年には実に84工場に，また
33年には戦後最大の102工場（参考工場を含む）を数えている。
　昭和29年時点におけるこれら工場の操業開始動向をみると，大正年間に２工場，昭和に入ってか
ら82工場で，うち昭和元年～19年９工場，17年～20年６工場，21年以降67工場と戦後新たに設立さ
れた工場が84％を占めている。
　これら戦後著しく設立された製材工場は，「一部の工場を除きほとんどが，素材業者，馬車引あ
るいは以前の筏師，また百姓等が始めたもので，生業的性格が強く，これを事業として本格化した
のはここ10年位いである（1）」。　といわれるように，一部の地域，工場を除いては家族経営的・生業
的に農林業の兼業形態として始められたものであった。
　なお，当地区では下流問屋資本が，山元支配の過程で進出する形態はみられないが，これまで当
地区の木材流通とは直接関係のない地区外の資本が，当地方の資源的立地条件を認識し;当地区に
進出していることが注目される。現在３～４業者いるか，これらは現在地区内ではかなりの大手
で，いわば，こうした地区外からの資本進出が，地区内の製材経営意識の高揚に果した役割も無視
することは出来ない。このような事例は当地方に限らず熊本県の人吉，球磨地方にもみられるとこ
ろである（2）。
　また，現在の大手工場を構成する製材工場では，地区外からの進出工場の他に，地元の資金力の
あるいわゆる地元財閥が，将来は地元産業は木材工業であるという認識から，製材工場に切り替え
ていったのもみられる。現在の1，2を競そう銘建工業は，以前は米屋をやっており，また河本製
材（現勝市）では清酒，製紙業をやっていたのであるが，戦後製材業に転業して今日に至ってい
る。
　このように当地区内の製材工場は，多種多様の形態のもとで設立されたものであるが，基本的に
は農業兼業での零細工場が支配的であって，専業化した企業的性格の製材経営はなされていなかっ
たといえよう。
　それゆえに，戦後増設された製材工場はその規模は零細で，出力階層75.0KW以上は昭和35年頃
まではわずか一工場に過ぎず，33年のピーク時には参考工場が40工場を占め, 22.5KW以下層で87
％を占めている。零細工場の増設の一方では既設工場は徐々に規模の拡大を進めており，昭和33年
には工場数が対29年比で21％の増大に対し，馬力数は29年の1,116KWから33年1,523KWと36％の
増大をみている。しかし，平均出力は昭29年,の13.3KWが，33年には14.9KWと若干増大している
だけで，当期の規模拡大は延々としたものであった。
　小規模ながらこのような戦後における製材工場の増設は，基本的には戦後の木材需要の増大を背
景とするものではあるが，当地方における戦後の木材生産の増大，また輸送手段の発達と中央消費
地問屋資本の進出（製品集荷），さらに地元製品市売市場の設立といった一連の動向か，当期の展
開を大きく規定している。
　戦後の当地方における木材生産は，木材需要の増大と木材価格の高説に触発され，著しい増大を
みることになる。大iE8年にはすでにみたように20千?，さらに昭和２年に吋わずか11干?に過ぎ
なかったものが，昭和29年には133干?と，大正８年の６倍の生産量をみている。これは資料によ
る違いも考慮しなければならないが，ともかく戦後著い生産量の増大をみ，昭和35・ 6年頃までは
大体100干?以上を維持している（表５）。いわばこのような地区内の素材生産の動向か当地方の戦
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-
表５　真庭郡における素材生産の推移’単位：百?
へ‾へ 合　　　　計 広　葉　樹 針　葉　樹
昭和29年
　30
　32
　33
　34
　35
　42
　43
　44
　46
1,534
1,382
1,424
1,208
1,387
1,257
　545
　677
　750
　625
　　　85
　　100 ・
　　225
　　138　.
　　207「
　　224　’’
　　139
　　198
205　，.・
　　199
　1,449
　1,282
　1,199
　1,070
　1,18　0
1,133
　406
　479
　545
　426
注） 1｡
2.
昭和29～35年岡山農林水産統計年報。
昭和42年以降素材需給勣向観測調査。
後の市場の展開を支えてきたといえよう。
　戦後の木材生産の増大は，戦前からかなり活発に行われた私有造林は勿論，当地方の林野所有の
特徴である公有林が，戦後の伐期到来と，拡大造林の進展に対応して伐採量を増大したことに直接
的に規定されている。
　表６は戦後27年までの湯原町有林の戦後の立木処分状況をみたものである。表からも明らかなよ
うに昭和25, 6年の朝鮮動乱を契機として著しい伐採量の増大をみている。しかも，昭和27年以
表６　湯原町有林の立木処分の推移
立　木　処
分　面　積
昭和５年
???????
15
19
20
21
????? ?
48.6
71.3
48.6
38.0
　3.3
　18.0
　n.0
　57.0
　64.4
　38.4
179.0
101.0
　53.6
169.3
　30.0
124.0
　46.6
134.8
　78.1
　？
販
計
-
　16
　20
??????????? ?? ?????????? ?????? ?????ー?ー???ー??? ????????? ?
単位:ha，百円
　　売．
広　葉　樹｜
12,939
10,636
31,535
11,936
8,864
注）　谷口澄夫監修・森本清著「湯原町史」昭和32年より作成。
額
一
針　葉　樹
　　101
　6,036
86,803
84,490
84,092
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降は針葉樹がほとんどを占めており，戦前の造林木を主として伐採していることがわかる。こうし
た戦後における村有林の伐採は，当町に限らず，他町村においても言えることであって，このこと
が，製材工場発展に大きく寄与したことは容易に想像できる。単なる製材工業ばかりではなく，村
財政にも大きく貢献していることは言うまでもない。新庄村においては「村財政に占める村有林収
入の比重は，昭和35年度においては，歳入合計の約49％という大きさであったが，10年後の昭和45
年度には16％になり，比率においては者に減少している。これは財政規模の拡大と村有林伐採面積
の減少という両面の要素を含んでいる（3）。」といわれることからも明らかなように，昭和30年代前
半頃までは，かなり村有林伐採がなされていたことがわかる。いわば，30年代後半からの当地方の
木材生産量の後退は，外材輸入に伴う木材価格の相対的後退と公有林伐採の後退に大きく規定され
ている。
　戦後における公有林の伐採は，当地方の製材工業の展開を量的に支えたばかりでなく，質的にも
重要な意味をもっている。すなわち，公有林処分の大きさである。いわば私有林においては，基本
的には土地所有の零細性に規定され，多種目少量分散供給的性格が強いが，公有林においては，比
較的計画的にまた大口取引を可能にした。このことが，当地方が昭和35～6年以降，地区内生産量
の後退の中で，地区外のしかも国有林に依存してゆくことができた大きな条件となっていることは
否めない。さらに，戦前からかなりヒノ牛造林を進めてきた。このことが，原木の地区外依存強化
過程で，ヒノキヘの集中を製材生産技術の面において可能とした。
　こうした戦後の木材需要の増大と木材価格の高騰，さらに拡大造林の展開の中で，戦後著しい生
産量の増大をみてきた当地方も，森林資源の枯渇化，労働力流出，木材価格の低述といった動きの
中で，昭和35年以降，停滞，後退を辿ってゆく（表５）。一方，製材工場は当地区内木材生産が後
退する時期から，機械設備の近代化，合理化を指向し，木材需要量はますます増大してくる。生産
と需要の対照的な動向の巾で，地元製材工場は従来の地区内立木購入から，地区外，特に市売，国
有林等から素材購入を積極的に進めてゆく。
　2）県内需要主体の製品販売　　　　　　　　　　’
　一方，戦後当地方の製材工場の設立展開に当って，中央問屋資本の集荷進出を上げなければなら
ない。戦後木材需要の増大は東京を中心とする中央市場を中心に著しい木材需要の増大を引き起し
た。　これを契機に戦後新たに設立された製材工場の製品の集荷機構として，製品市売市場が東京
市場を中心に，また各地方消費都市にも設立された。　こうした中で，市売問屋資本は全国的に集
荷圏を拡大し，その集荷に乗り出した。特に西日本については大阪の市売問屋が前渡金を中心に，
設立，あるいは原木手当資金を支給することによって，問屋支配を強めつつ産地市場を把握してい
った。当地方は姫新線の沿線に位置し，大阪から比較的近距離にあるといった地理的条件も手伝っ
て，大阪の市売問屋はー早く地元業者を把握していった。昭和25年に県下で始めての市売市場「岡
山木材市売協同組合」が岡山市内に設立されたが，当市場の集荷にあたっての当初の苦労談が，当
時の販売実態を物語っている。「集荷面では最初，津山，林野，落合，久世，勝山，新見方面を廻
ってみたが，県北業者は殆んど既に京阪神方面の業者と何等かの取引契約をして居り，中には契約
前渡金すら受取って居る業者もあり，従来『岡山の相場は安い，岡山の業者の金払いは悪い』と評
されていた岡山という土地へ新設する「新木材市場」への出荷の勧誘であるだけに，集荷のために
は，京阪神業者からの前渡金の肩代りをしたのもあるし，或いはご馳走政策に貴重な時間と経費を
つぶしたこともありました田」といわれているように，昭和25, 6年頃までは，一早く中央消費問
屋資本によって，当地方の製材工場は把握されており，戦後宇和島市場が大阪の大阪市売問屋資本
によって支配されていたと同じような性格をもっていたといえよう（5）。しかし，当地方は岡山市場
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をひかえ，岡山における製品市売市場の急速な発展の中で，徐々に岡山地方へと販売市場を変えて
ゆく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　▽
　昭和25年の朝鮮動乱勃発当時「爛眼な京阪神方面の業者は盛んに県地産材の買い付けに進出し，
岡山市など県南消費地の資材はますます枯渇するもようを示しでいた。これら業（筆者注…岡山業者）
の集荷難の打開と材価の安定を図ることを目的として(6)1岡山市に木材市売市場が設立されるこ｡と
になった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･，
　岡山の製品市売市場は，戦後の昭和25年８月に岡山木材市売協同組合（昭和29年以降株式会社岡
山木材市場，当組合は昭和30年解散）を唱矢として，昭和27年山元木材株式会社（昭和34年株式会
社東中国本材センターと商号変更），さらに同年株式会社旭川木材市場（昭和31年より株式会社岡
山合同木材市場），昭和29年11月，株式会社北方製材所市売部，昭和30年８月には，株式会社岡山
木材相互市場等が相次いで設立された。こうした市売市場の設立を背景として，積極的に県北地方
からの集荷に当り，徐々に県北，勝山地方の製品も岡山方面に出荷されるようになった。当地方の
販売市場の勁向は，岡山の市売資本と大阪の市売問屋資本との集荷競争に対応して展開していった
といえよう。
　しかし，岡山市場への販売も，県木業者にとっては必ずしも有利な条件では展開しなかった。昭
和28年に岡山県木材仲買組合が発足するにあたり，組合員の買受材の不払金は当組合が負担し代払
いを行う，。しかし，それに対し,･市場は組合員の競売価額の子分の五に相当する額を払戻（歩戻）
すという関係が出来上った。これはむしろ市売側の要求として出たもので，このことは出荷者にと
ってはなんらメリットを見出すものではなかった。　　　　　　∧
　当時，岡山の市売市場は手数料６％であったが，朝鮮動乱後の不況期にあって原木高の製品安，
また輸送費の高説といった中で，地元有力業者は市売市場に手数料率の引下げを要求したが，これ
が受け入れられず，地元市売勝山市売市場の設立となった。地元ですれば手数料，運賃も安くつく
ということで，地元有力業者（製材業者＝木友会６工場）が集まって･，勝山市売協同組合（資本金
300万円）を昭和28年３月に設立した。
　当組合の手数料は４％で，買方はオープン制で月２回の市売で出発した。当初は，各組合員に規
模に応じて割出出荷を行っていたが，半年後，ある程度軌道にのったため株式に切替え，組合員ば
かりでなく，一般工場からの集荷を行うようになった。当初買方は従来の各工場の得意先を中心に
集めた。当市場の基本理念として「良いものを集めれば買手かある」ということを中心に経営を進
めた。このことが，今日の優良ヒノ牛産地勝山を造りあげた一要因となっているといえよう。昭和
35年頃までは名古屋，大阪，姫路，岡山市内（かなり多かった）･等の表目本の業者が主体であっ
たが，外材の増大の中で，これら地方からの業者がこなくなった。一方，後述するように現在では
都市部周辺，さらに山陰，北陸等の裏目本の材木店,･直需者がかなりきている。
　ともあれ，この勝山市売市場の展開と存在は，当地方の市場構造を理解する上で重要な意味をも
っている。これについては後述する。
注　1）銘建工業社長（中島氏）からの聞き取りによる。
注　2）　岡田允・川田勲「国有林ど球磨桧″産地の展開動向」九州統計月報Vol. 128, No. 4,昭和49年
　　　参照。
注　3）山村振興調査会「美作林業山村のすかたと進路」山村振興特別調査報告　昭和46年度　p. 46o
注　4）前掲「岡山木材史」昭和39年, p. 378≫
注　5）林野庁「山村経済実態調査書一愛媛県宇和島市場－」昭和29年参照。
注　6）前掲「岡山木材史」昭和39年, p. 379o
　　　　　　　　　　　4.
1）製材工業の展開と構造変化
市場構造の変貌と実態
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　勝山地方の製材工場は昭和33年をピークに，以後減少を辿ってきた。昭和35年には82（参考工場
13）工場であったものが，40年には56工場（ただし，参考工場は含まない), 47年には52工場とな
っている。こうした動きからも明らかなように，昭和35年から40年の間に著しい工場数の減少をみ
ており，以後工場数としては比較的安定して推移している。当地方の製材工場は戦後勝山町，久世
町，落合町を中心に設立されたが，当然，全国的動向と同じく，これら以外の山間村部にも山元製
材工場が設立されることになった。これらの山間村部の製材工場も当地方の戦後における工場増大
の役割を果してきた。　しかし，昭和34, 5年以降，これら地域の工場は急速に後退していった。例
えば湯原町には，一時８工場を数えたが，44年にはすでに１工場に過ぎず，また，川上村において
も６工場であったものが，現在は存在していない。さらに落合町等においても23工場（昭和34年）
であったもの力秘わずか10工場へと減少し，勿論，勝山，久世町自体も後退を余儀なくされてはい
るか，とのように山間立地の山元工場を中心に著しい後退を辿っていることが指摘できる。
　こうした地域性は，規模の零細性と一体化しており，35年以降中小零細工場が著しい後退を辿っ
ていったのに対して，一方では著しい規模の拡大がみられる。 35年の総出力数1,437KWが，46年
には3,493 KW. 平均出力66 KWと全国平均(48 KW)を大きく上回っている。　特に40年以降の
拡大は著しく，47年には75.0KW層以上が20工場（38％）を占め，大規模工場主体の市場構造が
形成されている（表７）。
　かかる製材工場の規模拡大は，30年代後半からの機械設備充実，近代化の過程で進められた’もの
で，その主要な転換は円鋸から自動送材付帯鋸への切替えであり（昭和35年には，自動送材車付帯
鋸は25台に過ぎなかったが，39年にはすでに41台と２倍近く増大），さらに工場内運搬機すなわち
フォークリフトの導入等である（表７）。
　こうした機械設備の更新と新規設備の充実は，労働力不足，労賃の高騰と一方における立木価格
の高騰といった中で，経営の合理，近代化，生産性の向上が要求され，それの必然的結果でもあっ
た。しかしこのことは，一方における原木需要の増大を要求するとともに，地区外依存を余儀なく
させ，また生産性視点から専門化を進めてくる大きな要因となっているといえよう。
　規模拡大過程で素材入荷量は47年には252千?に達し，対35年の2.7倍，対40年の1.6倍に著増じ
た。一般に内陸製材でも規模拡大は，外材原木をテコとして展開しているが，当地区への外材入荷
量は47年でもわずか18％に過ぎず，いわば国産材を軸として規模の拡大をみている（表８）。
　これまで，地区内の公私有林を対象に立木買いを行ない，階層間競争を繰り返し規模拡大を図っ
てきた製材工場も，原木需要の大量化，地元素材生産の後退，労働力不足，さらには昭和35・ 6年
　　　　　　　　　　　　　表７，製材工場及び機械設備の動向
＼
工　　　　　　　場　　　　　　　数 機　　械　　設　　備
計
7.5～
22.5KW
　　未
22.5
　？
　37.5
37.5
　？
　75.0
75.0
　2
150.0
150.0
　？
参　考
工　場
自動送
材車付
帯　　鋸
自動ロー
ラー送り
帯　鋸
フォーク
リ　フ　ト
昭和29年
　　31
　　33
　　35
　　40
　　45
　　47
7S
80
62
69
56
52
52
61
64
49’
49
19
12
11
12
13
　7
13
16
11
8
2
3
5
6
16
16
13
１
１
５
７
１３
６
７
9
12
40
13
10
13
20
25
33
53
？
－
－
－
　7
16
39
？
－
一
一
－i
37
66
？
注） １
２
岡山農林水産統計年報。
31年の機械設備は30年実績。
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表８　真庭郡における製材用素材入荷量と素材生産の動向　単位＝千?
昭和32年
　　35年
　　41年
　　42年
　　43年
　　44年
　　46年
　　47年
79
93
161
181
190
194
225
252
79
93
161
173
151
150
177
207
　　　　？
　　　　？　　　，
・　　　67、
　　　　80
　　　　73’
　　　　74
　　　　？
　　　103
？
？
68
67
58
58
？
90
－
一
一
　8
39
44
48
45
注） 1｡岡山農林水産統計年報。
2.素材需給動向観測調査。
以降急速に各地に設立をみた原木市売市場の発展の中で，道路交通機関の整備と相まって，素材買
に移行するとともに，大手製材工場を中心に地区外原木依存を強めていった。また原木の地区外，
市売依存強化の中で，取扱樹種も運賃負担力の強いヒノ牛にー層集中する一方，製材技術ではヒノ
牛柱を中心とした高級品化を指向し，木取扱術は勿論，現在では８回挽を行うなど，製品の高級品
化にー段と磨きがかかり，製材技術面でも品質面でも全国的に名声を博している。さらに製品販売
においても消費地市場への積極的販売と地元勝市への集中出荷体制を強化するなど，昭和30年代後
半を転期として著しい変貌，再編過程を辿っている。
　2）製材工場の専門化と市場の組織化
　選択的購入可能な市売依存と，生産性向上，経営合理化過程で，製品工場の専門化か進み，ヒノ
牛専門，スギ専門，さらに同樹種においても，大・中・小丸太といった樹種，径級の専門化と同時
に，これに規定された製品の種類別専門化も進行している。専門化の方向は，大手工場はヒノ牛専
門工場として柱を中心に製材を行っており，中小工場程スギヘの傾向が強い。一方，零細工場で
は，大手製材工場の廃材利用による梱包，桶，かまばこ板等の特殊商品専門工場が成立し，桜井，
日田地方にみられるように，各種専門化した製材工場と廃材利用加工業との相互補完関係のもとで
展開しており，このことが木材の高度利用と経営合理化の役割を果している。
　さらに同地区で組織している真庭郡木材事業協同組合では，資金共同借入れを主要業務としつつ
も，チップ工場，オガライトエ場を共同出資で運営にまた共同焼却場を造るなど，専門化による分
業体制と，一方組合等の協業体制が敷かれ，市場の組織の強化か図られている。
　3）原木集荷圏の拡大と階層的異質性
　昭和34年には工場数の69％が「立木買」あるいは「主として立木買」による原木手当であった
が，当地方も一般的素材市場構造の変化すなわち，昭和35年以降の労働力流出，立木価格の高騰，
資本回転の遅延性，さらに原木市売の発展，特に当地方においては国有林依存の強化といった中
で，急速に素材買への転換が進んだ。昭和41年には素材入荷量のii9o, 43年には93％が素材買にな
っている。
　こうした立木買の後退の中で，地元製材工場は市売依存を強めていった。
　製材資本が素材生産過程を経営から切り離してゆく過程で，従来の専属的伐採夫達は製材経営内
に組み込まれてゆくものと，一方，素材業者として独立するといった２つの方向を辿る。独立した
素材業者は30年代後半から急速に発展をみる原木市売市場に対応し，これらの展開の主要な役割を
　　　　　　　　　　産地市場の再編に関する研究関　（川咀と　　　　　　　51
担ってゆく。
　原木市売市場は地区内には昭和35年に設立された真庭木材市売株式会社と，昭和43年に開設をみ
た勝山共販所の２市場で，数としてはさ程多くはないが勝山市場の周辺には，現在新見市３（うち
森連共販１），津山市３（うち森連共販１），さらに鳥取県７（うち森連共販２）等，岡山，鳥取県
境に位置する勝山地区を中心に素材市売市場が散在している。いわば原木市売市場からの購入条件
としては，勝山地区の製材工場は非常に恵まれているといえよう。そしてこれらの市売市場は津山
市を除いては，買方組合は組織されておらず，しかも津山の買方組合には，勝山地区の業者がかな
り入っている。
　こうした市売市場の発展を背景としてこれへの依存度を強めるとともに，一方では昭和30年代後
半から国有林依存を強めている。
　国有林は昭和33年の林力増強計画さらに36年の木材増産計画，また昭和35・ 6年の著しい木材価
格高騰による木材価格緊急安定対策といった一連の政策動向の中で，30年代に入ってから経営合理
化，増伐体制を進めてきた。こうした国有林経営方針に対応して，大阪営林局管内各営林署におい
ても積極的に増伐を進めてきた。勝山地区の製材業者が，集荷購入対象とする各営林署におけるス
ギ・ヒノキの伐採動向を表９からみてみよう。表からも明らかなように30年代に入ってから，著し
い増伐を進めている。特に当地区業者が中心的に購入する新見，津山，福山，倉吉等においてはか
なり増伐が行われている。
　　　　　　　　　　　　表９　各署別スギ・ヒノキの伐採材積　　単位：?
昭和30年
?????????? ??????7,493
(3,606)
1,859
(1,048)
???????
053
125)
4,043
(2,969)
5,678
(2,446)
35 年
?
?
?
?
???
?????
??? ?
?
?
??
??
??
?????????
(
以
注） １
２
37
92）
76
74）
40　年
40,689
(23,482)
　5,610
(4,526)
43,099
(31,176)
46,311
(31,505)
20,532
(18,816)
大阪営林局統計書より。
スギ・ヒノキの伐採合計で，（　）はヒノ牛で内数である。
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???????
年
-
120
453)
7,322
(6,544)
49,983
(41,636)
ぷ:
計
沼
）
ｍ
）
　中国山間部（大阪営林局）の国有林は一般に公売が多く，それだけに背後に強力な国有林をもた
ない,製材産地にとっては，こうした国有林の販売方式は，完全に競争力によって集荷力が規定され
ており，勝山地区の製材業者にとっては，むしろ有利な条件としてあったといえよう。
　このような勝山地区周辺の市売市場の発展と国有林等の依存・強化過程は，原木市売の立地，ま
た国有林の分布状況からも明らかなように，一方における原木集荷圏の拡大，産地市場間競争，さ
らにはヒノ牛への集中過程であった。
　素材の集荷は県内を主体としつつも集荷圏の拡大とともに県外依存を強め，47年には鳥取，広島
県を主体にこれら県外から23％を集荷している。県外依存は主に大手製材工場によって集荷されて
おり，県外からの素材入荷量の89％は75.0KW以上層が占めている。上層階層の県外依存に対応し
て，樹種は運賃負担力の強いヒノキ（県外入荷量の63％）に集中している（表io）。
　集荷形態は，その地方の素材・木材販売業者の手を通して，また買方組合が組織されていない場
合（鳥取県）は市売市場から直接購入している。
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表10　国産材素材の樹種別，集荷死別入荷ｍ　　（真庭郡47年） 単位：千?
へ　　　　　集荷先
　皆眉別
言二 合　計 県　内
県　　　　　　外 比　　　率
計 鳥取県 広島県 'その他 県　内 県　　外
合
計
　Ri (22.5～37.5)
　R2 (37.5～75.0)
　Rs (75. 0～150. 0)-
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う
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17 ( 13)
20（62）
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注） 1｡
2.
勝山統叶即
四捨五入のため必ずしも合計は合わない
　ヒノキ専門工場(出力数150 KW)で年間素材消費量10千?のＯＫ製材は，60％県外材で特に広
島県が多く，当地方の素材・木材販売業者の市売市場・国有林からの購入材を再購入している。さ
らに住友林業の社有林，山陽国策パルプ山林部，山陽防腐等の大手資本とタイアップして安定的大
量購入をしている。　また年間素材消費量16千?のうち80％かヒノキで，出力数185 KWのＦ建設
は，36年頃まで地区内およびその周辺で立木買を行なっていたが，40年頃から県外依存を強め，現
在40％を県外から集荷している。購入先は市売60％，他は国有林で,'県外は福山の市売市場からの
購入が多い。福山の市売には買方組合かおるが，当工場はこれに加入している。勝山地区での加入
　　　　　　　　表11　新見･勝山地区の市売市場の集荷・販売状況(44年)ヽ単位：百?，％
集　荷・版　売 計
地区内
(新見市)
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（うち勝山地区） 県　外
新
見
地
区
集　　荷 実　　数
比　　率
463
100
108
23
110（－）
24 ’（一）
245
　53
販　　売 実　　数
比　　率
463
100
93
20
363 (307)
79 ( 66)
７
１
　勝
，山
　地
　区
計
地区測
（真庭郡），
県内地区外 県　　外
集　　荷
　実　　数
比　　率
432
100
258
60 ’
96
22
78
18
販　　売 実　　数
比　　率
419
100
378
90
41
10
一
一
注） 1｡
??????
　原田公造「林業の地域分析と発展方向に関する調査研究」林業試験場報
告（岡山県）第12号昭47年より作成。
　木数値は新見地区，３市売市場，勝山地区２市売市場。
　なお，四捨五入のため合計は必ずしも合わない，
産地市場の再編に関する研究（2）（川田）
　　　　　　　　　　　　　　　-
業者は３名（いずれを大手ヒノキ専門工場）で，
る。
5ろ
かれらは福山の買方組合では１～２を競ってい
　次に勝山地区の県内での集荷動向をみると，県内材集荷は，大阪営林局管内でも福山，山崎，津
山の各営林署と並んで販売額の多い新見営林署管内の新見地区からが多い。新見地区には現在三つ
の原木市売市場があるが，その取扱量の66％を，また営林署の素材一般公売の69％を，勝山地区の
業者が購入している。かくて新見地区の製材業者は地区外業者（勝山地区）に買いあさられ，産地
市場として危機的状態にある（表11）。
　一方，地元市売市場（素材）の原木集荷に果す役割も大きい。地区内には二つの市場かおり，そ
の取扱量は49干?で，地区全体の入荷量に占める位置（28％）は低いが，原木集荷力の弱い小規模
工場にとって，その果す役割は大きい。両市場では地区内業者を主体に買方組合が組織されてお
り，地区外業者にとっては閉鎖的な市場構造となっている。
　真庭木材市場でば，地区内素材業者を中心に出荷組合を組織しており，この組合員が主体に出荷
している。原木集荷量の50％は地区外，県外で，この場合，組合員の地区外進出と，地区外，県外
業者出荷の２通りで，前者の場合は市場が前渡金を融資，後者の場合は前渡金は出さず;出荷額に
応じて手数料を安くしている。前渡金，割引制度を設け集荷対策に力を入れる一方，直傭の伐採夫
をかかえ立木買をやっている。 47年には，新見営林署の国有林8,000･?を購入するなど立木買によ
っても集荷力を強めている。今日では集荷範囲も中国５県はもちろん，兵庫，四国，九州まで広が
っている。
　4）販売構造の変貌と産地製品市売
　製品販売は従来，岡山の市売市場と前述の地元勝山市売出荷といった流通形態のもとで，県内市
場に対応していた。そのため40年頃までは県外出荷は15％（39年）に過ぎなかった。
　30年代後半からの規模拡大，岡山市場の外材化，さらに道路事情の整備（大阪圏から２時間）の
中で，大手工場を中心として積極的に中央市場出荷を進めるとともに，自からも進出していった。
現在では表12にもみられるように，地区内出荷量の40％が京阪神を中心とする県外出荷となってい
る。しかも大手工場程県外出荷率が高く，これらが県外出荷の大半を占めている。
　　　　　　　　　　表12　製品の出荷先別出荷量（真庭郡47年）　　単位：百?，％
犬　　販売先
皆眉別(
レ
ヘ
製　　品
出荷量
県　　内
県　　　　　　　　外 比　　　　率
肝 京阪神 名古屋 県　内 県外
22.5～37.5
37.5～75.0
75.0～150.0
150.0～
　合　　計
　107
　342
　913
　737
2,099
　83
　300
　525
　358
1,266
24
42
387
379
833
24
42
257
259
582
一
一
　26
　88
114
78
88
58
49
60
22 ( 3)
12 ( 5)
42 (46)
51 (45)
40（100）
　注）　1.勝山統計情報出張所資料より作成。
　　　　2.四捨五入のため必ずしも合計は合わない。
　これまで産地勝山の消費地市場での位置は低く，製品は無商標の方が高値がつく時期もあった
が，現在では全国的なヒノ牛産地として評価されている。これを可能にしたのが前述のヒノ牛生産
への集中と役物高級材製品化と，産地生産者の消費地への進出である。その第１号が，大阪府伊丹
市における「スーパー岡山」（同地方３業者）の設置，さらに「センター゛コマキ」（愛知県）への
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製材品の浜問屋としての参加等で，これらは大手製材業者で担われ，重要なアンテナポイントとし
て，また産地銘柄形成の役割を果している。
　このような大手製材工場を中心とした中央出荷さらに消費地市場の進出の一方において，中小工
場は地元製品市売・勝市への出荷体制を強めてきた。
　当市場はすでにみたように昭和28年に設立をみたのであるが，その後，岡市場との競合の中で，
迂余曲折を経ながらもほぽ順調な展開をみせ今日に至っている。当初，大手工場で組織されている
木友会によって組合組織で出発した当市場も，株式への切り替えによって各出荷工場に株をもって
もらい，地元中小工場出荷へと開放し，一般工場からの集荷を強化している。設立当初の組合員で
あった当時の大手工場は，それ以後の規模拡大過程で，先にみたように独自の販売体制を確立し，
量的には当市場との結びつきは薄れてきているか，とはいえこれらの工場にとっても無視できない
存在となっている。
　当市場は年商50億前後で，地区内出荷量30～40％を占め，地元中小規模工場を主体に出荷工場40
工場を数え，地区内製材工場にとっては主要な販売機関となっている。販売はオープン制で，全国
から買方を集める一方，出荷者に対しては前渡金，歩戻し制を設けるなど集荷販売対策に力を入れ
ているか，当市場への出荷は産地の共同販売と大量流通の役割を果し，大量需要に対応する当市場
の重要性は，地元製材工場の展開にとって，全国的に国産材産地市場後退下にあって，ますます高
まうている。　現在買方は延べ800名（常時買方200名）に及び，近県はもちろん，遠くは関東，中
京，北陸方面から集まっており，80％は県外業者である。また･，こうした県外業者に対しては，当
市場として，運送業を兼務し買方業者の必要場所まで輸送している。
　このような勝市の発展，展開は，当地方の産地市場の展開と相互依存，規定関係にあることは言
うまでもないが，今日において勝市の産地市場に果す役割をむしろ重視しなければならない。
　すなわち，地元製材工場が勝市への出荷体制をとっている限り，勝山市売の市況，販売勣向か，
直接製材工場経営に影響してくるわけである。そのためには逆に言えば，勝市の買方への要求とそ
れに対応する出荷工場の製品が，勝市の販売を炒定している訳けである。
　ところで勝市の販売は，赤井氏（1）も指摘しているように，基本的には裏日本を対象とした販売構
造を形成している。それは，裏日本にはあまり大きな製材品の消費市場がない，また裏日本に近い
といった条件の中で，分散的買方を勝市に集め｡るといった形態で展開している。こういった勝市の
地利的市場条件とヒノキ柱を主体とした銘柄商品が，買方の吸引要因となっているが，その他地元
工場の出荷体制の確立が指摘されなければならない。
　当勝市の集荷構造は一般消費地の製品市売とは若干性格を異にしている。すなわち一般の消費地
市売市場においては，広範囲な集荷圏と多数の産地，産地荷主を掌握する形で，量的，質的需要に
対応させている。これに対し，当勝市においては，地区内の製材工場が出荷荷主の主体となってお
り，これらとの結合を深める方向で量的，質的に多種多様な需要に答えている。いねば，このよ
うな勝市の集荷構造が，市日には買方のどのような要求にも迂速に対応できる体制を作りあげてい
る。
　すなわち，市日前に買方から今度の市には………ヵS欲しいという要求かあれば，早速地元出荷工
場にそれを要求し，市日には，それに対応できるといった体制が出来上がっている。またそれだけ
の指導・支配力を勝市はもっている。一般消費地市場においては，大量に集荷することによって，
これに対応しているが，当市場においては，必ずしも大量化に結びつかずとも，買方の要求に常
に応じられるというところに産地製品市の強み，特徴を充分発揮しているといえよう。また市日に
は，荷主（＝製材工場）が市売に立合うことを認めており，そのことが荷主への市況，情報的役割
を果しており，このことも産地におりながら消費地の市況を直接把握で吝るというメリットをもっ
ている。
産地市場の再編に関する研究（2）（川田）
　　　　　　　　　一一一一
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注　1）赤井英夫「人工林材の流通構造と価格変動の分析について」林野庁　昭和48年> p. 129～130参照。
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　勝山市場においても，全国的動向と同じく昭和36・6年を転期として変貌を辿ってゆく。 36年以
前の市場構造は，小規模零細工場を中心として，原木調達の地域林業との結合（とりわけ公有林）
さらに製品販売における県内需要への対応といった構造として把握できる。
　昭和36年以降の外材輸入に伴う木材価格の停滞，また労働力不足＝労賃の高騰，さらに原木価格
の高騰といった，高度経済成長過程での木材市場をとりまく諸矛盾の激化は，当地方においても製
材工業の展開を厳しいものにすると同時に，新たな対応を余儀なくさせていった。
　厳しい条件の中で，製材資本は積極的に機械設備の充実を図るとともに，経営合理化を進めてい
った。しかし規模拡大に伴う経営の合理化は，地域林業依存の限界性と販売問題を一層シビアな問
題としていった。このような製材工業展開の矛盾への対応が，当市場の再編過程でもあったといえ
よう。
　すなわち，原木調達においては，地域林業生産の停滞と原木需要増大の中で，原木市売依存と国
有林依存を強化してゆく。その対応も，大手工場を中心とした地区外市売・国有林に対し，中小工
場におっては地元市売依存といった階層的異質性を顕在化する形で進む。そして地区外依存強化の
中で,外材との競合が弱く，価格の独自性をたもつヒノ牛を中心として集荷活動を展開していった。
　立木から素材購入への転換と原木市売依存による選択的購入により，製材工場は専門化を強め，
生産性向上，製品高級化に答えるとともに製品販売の強化を図ってゆく。
　製品販売においては大手工場を中心とした大量生産指向の中で，大消費地市場への直接的資本進
出，といったような生産・販売の一貫化と販売網の碓立，一方中小工場にあっては，地元勝市への
集中出荷によヽる共同販売（勝市を頂点とした）の強化である。
　当地方においては，以上のような原木調達・製品販売の階層的異質構造の形成が市場低迷の中に
ありながら，一般産地が辿ってゆく内部競争激化をやわらげている。さらに製材生産にかかわる一
連の過程において，地域内における社会的分業と各機能の強化か，各階層により違った役割をもち
ながらも，産地総体を強化させてきたといえよう。
　当地方への素材集中は形態的には，大手製材工場と市売市場が担っているが，基本的には以上の
ような市場構造の形成が集中を規定しているといえよう。
　勝山市場の｡30年代後半からの構造変化は，当地方の歴史性，さらに当地方をとりまく市場条件等
の特殊性に規定された面を強くもっていることは否定できない。しかしこれを当地方展開の特異性
として位置づけるのではなぐ，国産材市場をとりまく厳しい条件の中で，国産材産地市場が新たな
対応を余儀なくされている今日，わが国の産地市場再編方向の一環として位置づけなければならな
いと考える。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
(昭和51年９月27日受理)
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